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率1
は高くなっている。ACRSでも，投資税額控除や回収期問の短縮化や回蚊率の
加速化により設備に対する実効税率は，大幅に低下し，インフレ率6％ではマ
イナスの値をとっている。インフレ率が12劣でも実効税率は，法定税率を下ま
わる。最近のアメリカ経済のように，インフレが鎮静化した状態では・実効税
率は大幅なマイナス値をとり，投資以外からの所得に対するタヅクス・シェル
ターを生みだす結果に恋っている。建造物に関しては，その耐用年数を10年と
したConable－Jones法案に比べると実効税率は高く，ADR制度と比べると
若干低い程度であり，依然とLて設備に比べ，相対的に不利な扱いを受けてい
る。建造物が設備に比べて，実効税率が高い理由の一つは，建造物に対Lて投
資税額控除が認められていないことにあ乱もし，建造物についても投資税額
控除を認めたとすると，その場合の税引前収益率および実効税率は，表3のよ
うになる。イソフレ率が低い場合，投資税額控除の導入によって実効税率は約
半分に低下するが，イソフレ率が上昇するにつれて，その差はせぱま飢しか
し，実効税率が法定税率を上まわるようなことはない。
　一般に，建造物の場合，インフレ率の変化による実効税率への影響は，設備
に比べて相対的に小さい。そLて，インフレ率が低いほど建造物と設備との問
の実効税率の差が拡大し，インフレ鎮静化とともに投資促進税制が資本配分上
の歪みを発生させるおそれが高まる。
注（1）Auerbach　and　Jorgenson（1980）PP・115－116・を参照
　（2）AuerbachandJorgenson（1980）では，その計算の根拠となるモデルが明示さ
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　れていないが，おそらくHallandJorgenson（1967）の毛デルにそった連続形弐で
　あると思われる。したがって，滅価償却を年ユ回とする本論文の離散形式によるモ
　デルとはzの値の計算などで若干の違いが生じる。
（3）Auerbach　and　Jorge皿so口（1980）P．114の脚注3）参照。また，Hendershott
　andHu（1981）では5．5％としている。
（4〕実際には，課税所得が100，000ドル未満までは，課税所得額に応じて17，20，30，
　40％の趨遇累進税率をとっている。しかし，法人税の課税所得は100，000ドルをは
　るかに上まわるケースが多く，したがって，46％の限界税率を想定してもそれほど
　犬きな差はでない。
V　おわりに
　本論文では，インフレによって停滞した投資活動を活発化させるための一方
法とLての投資税額控除や減価償却制度の改正が，どの程度の効果をもたらす
かを，アメリヵの「経済再生税法」によるACRSを中心に分析した。すなわち，
税引前と税引後の投資収益率から実効税率を導き出L，ADR制度，Conable－
Jones法案，ACRSの各減価賞却制度が投資収益に及ぼす効果を比較検討した。
以下，重要と思われるいくつかの点を列挙してみよう。（1）ADR制度では，2
ケタ台のイソフレ率の場合（1979～81年の消費老物価指数の上昇率は11．3，
135，10．4％であった），実効税率は大幅に上昇し，とくに非居住用建造物に
ついては法定税率を上まわっていた。（2）Conable－Jones法案では，ADR制度
に比べ，設備に対する実効税率は犬幅に低下し，6％のインフレ率では実効税
率はマイナスの値をとるほどであったが，建造物については，小幅な低下にと
どまっていた。このため，資産間の実効税率の差が拡大L，資本の配分を歪め
るおそれがあった。（3）ACRSのもとでは，設備についての実効税率は，6％の
イソフレ率では0％を下まわっているが，イソフレ率が12％になると20～30％
台になってしまう。Lかし，3劣のインフレ率の場合，実効税率は大幅なマイ
ナス値をとり，過度の償却を認める結果になる。他方，建造物については，イ
ンフレ率の高低にかかわらず，実効税率は高く（30～50％ほど），イソフレに
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よる影響は設備に比べて小さい。
　以上のような点から，次のような問題が生じるであろう。第1は，租税負担
の中立性に関する問題である。設備に対する実効税率が建造物のそれと比べ，
大幅に低いことから，設備投資を建設投資よりも優遇することになり，資本の
適正配分を政策的に歪めるという弊害がもたらされる。第2の問題は，最近の
アメリカ経済にみられるインフレの鎮静化である。インフレによる投資停滞を
打破する目的をもったACRSが正当化されるためには，今後も高いイソフレ
率が続かねばならない。ところが，イソフレ率の低下によって，現行のACRS
での減価償却控除の価値が高まり，設備投資に対する実効税率は大幅に低下し，
過度の修正を行なう結果になっている。大幅な財政赤字に悩んでいる現在，実
効税率をマイナスにして，投資収益以外の他の企業所得に対してまでも減免税
を行なう必要はない。この意味で，r1982年の税負担の公正と財政責任に関す
る法律」により減価償却のさらに一層の加速化を止めたり，投資税額控除を受
けたに資産ついて加速度償却の基準になる資産額を修正することは正Lい。し
かし，それでも十分とは言えないであろう。このようなイソフレによる影響を
免れる方法としては，残存価額を物価スライドさせたり，あるいはAuerbach
and　Jorgenson（1980）の提唱するような経済的減価償却の現在価値を初年度
に100％控除させる方法が考えられる。Lかし，前考の方法では，減価償却制
度をさらに複雑化させることになる。また，後者の方法では制度の簡素化につ
ながるが，初年度に一時的かつ巨額のタックス・シェルターを生みだしてしま
㌔それにより好況期には投資が投資を生むというような一種のブーム状態を
創造する可能性が高く，投資行動を不安定なものにするおそれがあ乱
　第1の問題に対処するためには，設備に対する投資税額控除を引き下げ，そ
の分だけ建造物に対する投資税額控除を認めることによって資本配分に対する
歪みを減らすことが可能となろう。また，財政赤字を少しでも削減しようとす
るならぼ，設備に対する回収期間を延長するか，あるいは投資税額控除を減額
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させる必要があろう。それに，現行のACRSでは，資産のクラス数が少なす
ぎると思われる。現行制度は，やや行き過ぎた簡素化を行なっており，資産問
の資本配分の適正化のためには，資産のクラス数をもう少L増加させて，回収
期間の適正化を図る必要があろう。
　第2のインフレの問題に対する一つの方法として，資産費用の一定割合（そ
れは，回収期間の長さによって異なる）を即時償却させ，残存価額については
物価にスライドさせ，経済的減価償却率を適用し，償却させる方法が考えられ
飢この方法では，現行制度に比べ減価償却制度をやや複雑化させることにな
るが，イソフレ率の変動によって影響を受げることはなく，税負担の中立性も
保つことが可能である。そして，即時償却の割合を変化させることにより，投
資刺戟効果を調整することが容易とたろう。
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